
（令和４年１０月３１日現在）

　

民生費

561.17億円
50.3%

土木費

124.26億円
11.1%

衛生費

111.67億円
10.0%

公債費

87.50億円
7.8%

総務費

82.40億円
7.4%

教育費

81.15億円
7.3%

消防費

31.76億円
2.8%

商工費

18.76億円
1.7%

農林水産業費

10.72億円
1.0%

議会費

5.07億円 0.5%

労働費

0.55億円 0.1%

令 和 ３ 年 度 決 算 の 状 況

一般会計

特別会計

依存財源
（国や県からの交付金、

借入金）

＜国庫支出金＞

国からの補助負担金な

ど

＜地方交付税＞

国から交付される使途

を制限しない交付金

＜市債＞

国や金融機関から借り

入れる資金

＜県支出金＞

県からの補助負担金な

ど

＜その他＞

地方譲与税、地方消費

税交付金、地方特例交

付金など

自主財源
（市が自主的に収入す

ることができる財源）

＜市税＞

市民税、固定資産税、

軽自動車税、たばこ税、

都市計画税など

＜諸収入＞延滞金や預金利子など

＜使用料及び手数料＞施設使用料や発行手数料など

＜その他＞繰入金、分担金及び負担金、寄附金、財産収入など

企業会計

目的別歳出の内訳
（行政目的別の分類）

＜民生費＞

生活保護、高齢者や障害

者などの福祉事業や保育

所の運営など

＜土木費＞

道路や公園の整備、維持

管理など

＜衛生費＞

ごみ・し尿の処理や健診事

業など

＜公債費＞

借入金の返済

＜総務費＞

市役所の管理経費やコ

ミュニティ振興、戸籍、住

民票の発行など

＜教育費＞

小・中学校の施設整備や

運営など

＜消防費＞

消防の活動、施設の整備

など

＜商工費＞

企業誘致や販路拡大など

の商業の振興及び観光対

策経費など

＜農林水産業費＞

就農支援や販路拡大、農

道・排水施設整備など

＜議会費＞

市議会議員報酬や市議会

の運営経費など

＜労働費＞

雇用の創出や労働環境改

善など

性質別歳出の内訳
（行政性質別の分類）

＜扶助費＞

生活保護など社会保障

制度の一環としての経費

＜人件費＞

職員の給与や、議員・各

種委員に対する報酬など

＜公債費＞

借入金の返済などに充て

る経費

＜物件費＞

消耗品費・光熱水費など

の物財調達のための経

費

＜補助費等＞

各種団体への補助金な

ど

＜投資的経費＞

道路・公園・学校などを

整備する経費

＜繰出金＞

他会計に支出する経費

＜その他＞

維持補修費・積立金・投

資及び出資金・貸付金

義務的経費
扶助費・人件費・公債費

の合計で毎年固定的に

令 和 ４ 年 度 予 算 の 執 行 状 況 （繰越額を含む）

令和３年度決算における
市民一人当たりの状況

※令和４年1月１日現在の人口 250,723人で計算

市債の状況

一時借入金の状況

特
別
会
計

企
業
会
計

１ 市民サービスの状況

（一般会計歳出総額 １，１１５．０１億円）

都市計画税は、街路や下水道の整

備など、都市計画事業に要する経費

の一部として活用されています。

（ 歳出予算額 ： 支出済額 ）

２ 市税負担の状況

（市税総額 ４０６．５８億円）

３ 市債残高

（一般会計市債総額 １，０１７．２４億円）

単位：百万円

2,998 53 179 2,766 2,744 91.5%

街 路 事 業 137 0 111 26 26 19.0%

下 水 道 事 業 2,054 53 68 1,933 1,917 93.3%

市 債 償 還 807 0 0 807 801 99.3%
＊市債償還 ：都市計画事業に係るもの　＊下水道事業：下水道建設等、一般会計からの繰出金

都市計画事業　合計

事業名 決算額

財　　源　　内　　訳

国 ・県
支出金

市債
そ の 他
一般財源等

うち
都市計画税

決算額に
対する
充当率

下水道事業
76.3%

「トクシィ」

単位：百万円

99,125
250

0
97
2

16,320
30,372

19
11,182

157,367

旅 客 自 動 車 運 送 事 業

市 債 現 在 高

一 般 会 計

食 肉 セ ン タ ー 事 業

公 共 下 水 道 事 業

住宅新築資金等貸付事業

中 央 卸 売 市 場 事 業

商 業 観 光 施 設 事 業

水 道 事 業

市 民 病 院 事 業

合 計

単位：百万円

借入額

46
470

1,200
商業観光施設事業

会 計 名

公 共 下 水 道 事 業

食肉センター事業

単位：百万円

会 計 名 歳入 歳出

国 民 健 康 保 険 事 業 24,773 24,314

食 肉 セ ン タ ー 事 業 133 127

奨 学 事 業 24 7

土 地 取 得 事 業 491 491

住宅新築資金等貸付事業 2 2

介 護 保 険 事 業 27,636 26,422

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,023 3,864

特 別 会 計 の 決 算

単位：百万円

収入 支出 収入 支出

市 民 病 院 事 業 12,396 11,007 990 1,391

中 央 卸 売 市 場 事 業 492

公 共 下 水 道 事 業 4,266

企 業 会 計 の 決 算

会 計 名
収益的収支 資本的収支

475 36 101

水 道 事 業 4,873 4,257 956 3,034

商 業 観 光 施 設 事 業 210 184 - 3

4,373 2,895 4,077

13旅客自動車運送事業 564 538 0

令和３年度決算における都市計画税の使途状況

建物

791,338㎡

土地

4,733,042㎡

基金

17,298百万円
有価証券

1,033百万円

市有財産の状況単位：百万円

会 計 名 予算額 収入済額 収入割合 支出済額 支出割合

国 民 健 康 保 険 事 業 24,571 10,867 44.2% 11,541 47.0%

食 肉 セ ン タ ー 事 業 188 20 10.6% 66 35.1%

奨 学 事 業 28 27 96.4% 5 17.9%

土 地 取 得 事 業 492 0 0.0% 487 99.0%

住宅新築資金等貸付事業 2 2 100.0% 0 0.0%

介 護 保 険 事 業 28,825 15,892 55.1% 13,559 47.0%

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,171 1,410 33.8% 1,243 29.8%

特別会計の予算と収支の状況

人 口

世 帯 数

面 積

249,274人
122,079世帯
191.52k㎡

歳入（一般会計） 歳出（一般会計）

収支不足への対応 歳出の抑制歳入の確保

企業会計

特別会計

徳島市公告第 ２９３ 号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び地方公営企業

法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２の規定により、本市の財政事情及び

企業の業務状況を次のとおり公表します。

令和４年１２月１日

徳島市長 内藤 佐和子

○ 財政構造の改善

徳島市行財政改革推進プラン2021 （計画期間：平成３０年度～令和６年度）

目標項目 目標設定時 現状値（令和３年度決算） 令和６年度目標

財政調整基金及び
減債基金残高

標準財政規模の10.0％
（令和元年度末残高54億円）

標準財政規模の10.3％
（令和3年度末残高60億円）

標準財政規模の11.0％以上

経常収支比率
96.7％

（令和元年度決算）

92.0％
（参考：令和3年度類似団体決算
調査値（速報値）平均　89.0％）

類似団体平均以下

実質公債費比率
6.2％

（令和元年度決算）

5.9％
（参考：令和3年度類似団体決算
調査値（速報値）平均　3.5％）

類似団体平均以下

※標準財政規模 ・・・地方自治体の通常的な状態で通常収入されると見込まれる経常的な一般財源の規模を示します
※令和３年度類似団体決算調査値（経常収支比率及び実質公債費比率）は速報値によるものです

○ 目標値

自主財源
39.3%

依存財源
60.7%

市税

406.58億円

35.0%

諸収入

16.30億円

1.4%

使用料及び手数料

14.36億円

1.2%

自主財源その他

18.71億円

1.7%

国庫支出金

314.26億円

27.1%

地方交付税

113.74億円

9.8%

市債

99.67億円

8.6%

県支出金

87.38億円

7.5%

依存財源その他

89.38億円 7.7%

街路事業 0.9%

下水道事業

69.9％

市債償還
29.2%

都市計画税の総額を100％としたときに各事

業に財源として充てた割合

（ 歳入予算額 ： 収入済額 ）

556.84億円

155.09億円

123.78億円

92.77億円

90.46億円

88.84億円

69.33億円

270.13億円

42.64億円

52.35億円

40.28億円

39.93億円

44.28億円

33.72億円

0億円 100億円 200億円 300億円 400億円 500億円 600億円

民生費

土木費

衛生費

教育費

総務費

公債費

その他

406.50億円

300.43億円

114.78億円

112.06億円

92.40億円

57.83億円

93.11億円

286.35億円

110.60億円

71.08億円

0.00億円

4.89億円

32.81億円

65.14億円

0億円 100億円 200億円 300億円 400億円 500億円 600億円

市税

国庫支出金

地方交付税

市債

県支出金

地方消費税

交付金

その他

義務的経費

61.1％

その他の

経費

38.9％

扶助費

390.09億円

35.0％

人件費

203.47億円
18.3%

公債費

87.49億円

7.8％

物件費

122.07億円

11.0％

補助費等

112.95億円

10.1％

投資的経費

92.81億円

8.3％

繰出金

75.76億円

6.8％

その他

30.37億円 2.7％

単位：百万円

予算額 収入済額 収入割合 予算額 支出済額 支出割合 予算額 収入済額 収入割合 予算額 支出済額 支出割合

570 297 52.1% 575 215 37.4% 17 9 52.9% 102 23 22.5%
213 10 4.7% 200 20 10.0% - - - 30 1 3.3%

5,467 2,431 44.5% 4,922 1,077 21.9% 1,791 155 8.7% 4,297 1,324 30.8%
4,421 1,892 42.8% 4,586 902 19.7% 5,320 203 3.8% 6,420 1,558 24.3%

520 433 83.3% 570 242 42.5% 8 7 88% 18 13 72.2%
11,204 4,947 44.2% 11,469 4,577 39.9% 1,002 305 30.4% 1,414 558 39.5%

旅客自動車運送事業

市 民 病 院 事 業

中央卸売市場事業

企　業　会　計　の　予　算　と　収　支　の　状　況
収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出

会 計 名

商業観光施設事業

公 共 下 水 道 事 業

水 道 事 業

基金に依存しない財政運営 財政硬直化の軽減 将来負担の抑制


